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アジア、日本、欧州の天然ガス価格が急上昇

出典：経済産業省 電力・ガス基本政策小委員会

シェール⾰命で定位安定、新型コロナで下落した価格は地政学リスク発⽣、ウクライナ情勢によって⾼騰



原油価格はウクライナ情勢緊張によって高騰

ブレンド原油は13年ぶりに130ドルを突破

出典：経済産業省 原子力小委員会



石炭価格は対ロシア制裁と構造変化で高騰

対ロシア制裁、フェーズアウト要員で需給構造が変化したのに加え、
依然として旺盛なアジアの需要を受け、価格が⾼騰



日本のエネルギー価格上昇は相対的に定位

主要国における電⼒・ガス料⾦の推移（2019年1⽉を100とした数値）

出典：エネルギー白書2022

資源輸⼊国である⽇本は
世界的な資源価格の⾼騰
の影響を受けやすいが、
電⼒・ガス事業者による
⻑期契約⽐率が相対的に
⾼く、燃料費調整制度が
あることも⼿伝って、⼩売価格
への転嫁がなされていない。

しかしながら、⼤⼿電⼒各社
に燃料費調整制度の上限を
撤廃する動きが⾒られ、利⽤
者の負担増がやむを得ない
状況となっている。



LNGの長期契約締結量は大幅に減少



2023年に想定されるLNG世界争奪戦

ロシアLNG（ヤマル、サハリン2）の禁輸、⽣産停⽌が起こり、EUが需要抑制できない場合、
2023年1⽉の世界の供給余⼒はマイナスとなる。スポット市場からの調達も極めて困難に。
ロシアからのパイプライン経由減少分（390万トン）を欧州がLNGで補完するならば、最も需要が
伸びる1⽉のスポット市場でLNG争奪戦が加熱する可能性。



電力需給はロシア侵略以前から顕在化

＜8⽉

3⽉の福島沖地震で被災した新地⽕⼒が年内に復旧する⾒通しとなり、マイナスだった
東京の予備率は改善したもののいまだ1％台に留まる。



電力需給逼迫の問題は「供給力不足」



ベースロード電源不足が需給逼迫の構造要因に

ベースロードの原子力を補うようにLNGの負荷が高まっている

出典：電力大手ヒアリングにより筆者作成、「Wedge」2021/2/24に掲載



今後10年間も火力発電供給力が減少傾向に

緊急用の石油火力の廃止は継続。2019年度は669万kWの設備が廃止された。

出典：資源エネルギー庁「容量市場の見直しに向けた検討状況」

2030年には国内の石炭火力の約30%が
運転開始後40年を迎える



（参考）電力需要増大が見込まれる東南アジアは火力中心

東南アジアでは電力需要が今後30年間で約2.5倍に拡大する

出典：経済産業省 原子力小委員会



原子力政策は転換点を迎えたか

2022年8⽉24⽇、岸⽥総理が「原⼦⼒発電の再稼働、運転延⻑、次世代の原⼦炉の開発や建設
についての検討を指⽰」

出典：GX実行会議



原子力主力化に必要な政策措置

再稼働の加速

稼働率の上昇

新規制基準適合審査の適正化、迅速化
稼働中審査
＊米国の原子炉稼働率は92％

新・増設

運転延長 原子炉等規制法等での対応
＊米国では80年運転の議論

電力自由化政策との整合性
設備投資資金のファイナンス
＊英国はRABモデルを検討
SMRと新規制基準、原子力損害賠償制度

事業主体 国際展開を念頭に置いた原子力関連技術企業育成
国内新・増設の原子力オペレーター検討



原子力政策に経済安全保障の観点を

現世代の原⼦炉新設は中国・ロシアの炉型に集中


